
○　はじめに

アンケート実施対象 産業技術の理解増進に関する懇談会委員

企業・団体　３４（社・団体）

アンケート期間 ２００３年１１月２８日～１２月１１日

アンケート用紙送付 ３４（社・団体）

回収 ２７（社・団体） 回収率 ７９％

参　　考

産業技術の理解増進に向けた産業界の果たすべき役割について
アンケート調査結果のまとめ

Ⅰ．初等中等教育との連携、協力の現状について

何らかの活動を行っている。
２１社（７８％）

現在は特に行っていない。
６社（２２％）

７



Ⅱ．１．初等中等教育との連携、協力活動の概要

２１社で合計４４活動を実施
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その他(※３)

教員の企業研修

企業施設以外での活動（※２）

企業施設への受入れ（※１）

●連携、協力活動内容の類型　（対象２１社、複数回答あり）

※１．生徒の職場体験、企業施設での実験教室など

※２．学校及びその他施設での出前授業、実験

※３．教材提供、ＰＢＬの実施、等

８



●連携、協力活動の主な事例

教員の民間企業研修　（※２）
　　　実施対象　：　小、中、高校教員
　　　実施場所　：　企業施設
　・夏休み期間中に数日間、企業の第一線の現場を体験。

移動理科教室
　　　実施対象　：　小、中、高、高専学生
　　　実施場所　：　学校、自社施設、その他施設
　・専用のワゴン車に実験機材を積み込んでの移動教室。

サイエンスキャンプ　（※１）
　　　実施対象　：　高、高専学生
　　　実施場所　：　企業施設
　・春、夏休み期間中に数日間の合宿により、講義や実習指導を受ける。

高校化学グランプリ
　　　実施対象　：　高校生
　　　実施場所　：　学校
　・化学の筆記、実技試験を通して能力を競う「化学の甲子園」。
　　成績優秀者を国際化学オリンピックに派遣。

総合的な学習のプログラム素材提供
　　　実施対象　：　小、中学生
　　　実施場所　：　自社施設
　・テーマについて学習指導計画や学習シートを作成し、ＷＥＢ掲載。
　学習指導計画に、研究所や施設での体験学習を組み込み。

９

ファミリーオープンハウスデー（家族のための職場見学会）
　　　実施対象　：　社員子女の小、中学生
　　　実施場所　：　自社施設
　・親の職場見学、会社ショールーム見学。

※１　日本科学技術振興財団が運営を実施
※２　経済広報センターが運営を実施



Ⅱ．２．連携、協力活動にあたっての実施対象の募集はどのように
　　　　　おこなっているか　（対象２１社、複数回答あり）

１小学生新聞上での募集

３教育委員会等を活用しての募集

（例）　・教育委員会へ訪問し活動をアピール

　　　　・教育委員会理学部長宛て募集依頼実施

　　　　・教育委員会後援の下、校長会で案内

５インターネット・チラシ等での一般募集

６近隣の学校への申し入れ

６コーディネート組織が参加者を募集

７学校からの要望を受けて

社数方法

Ⅱ．３．連携、協力活動の効果についての企業としての評価（対象２１社）

産業技術の理解増進に
大変役立っている

８社（３８％）

産業技術の理解増進に
役立っている

１０社（４８％）

産業技術の理解増進に
役立っているか評価
できない

３社（１４％）

１０



Ⅲ．具体的な連携、協力の今後のあり方について

•現状の取組みをより充実したい

•現状の取り組み以外にも、
実施を検討したい

いずれか又は両方　１６社

•現状を維持する

　　３社

•その他　２社

•取り組みたいと考えており
機会を探している

　　１社

•機会があれば取組んでも
良いと考えている

　　　１社

•機会があれば
社内で検討したい

　　　２社

•現状、取組むつもりはない

　　２社

１．活動をおこなっている２１社について

２．活動をおこなっていない６社について

①

②

③

•今後、連携・協力活動の
充実を考えている

１８社　（６７％）

＊①、②、③の合計

•現状を維持する

　９社（３５％）

３．回答全体２７社について

集
計

１１



Ⅲ．４．今後の取組みの検討対象となる活動例について

今後、新たな取組みを検討している企業が、希望している活動の例
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教員の企業研修

産業技術展示への協力

企業施設以外での活動（※２）

教材の提供、作成への協力

企業施設への受入れ（※１）

●実施を検討したい連携、協力活動内容の類型
　（対象１２社、複数回答あり）

※１．生徒の職場体験、企業施設での実験教室など

※２．学校及びその他施設での出前授業、実験

１２



Ⅳ．連携、協力活動の現在の課題に関する主な意見

１．企業・団体側における課題

・社員がボランティアとして活動しており、活動協力者の負担にならな
いよう工夫すべき点が多い。

・事前の企画、準備に予想外の人手が必要。

・当方から積極的に勧誘したり、イベントを計画するには到っていな
い。先方または関係組織からの依頼により対応しているのが現状。

・学校側のニーズが良くわからない面があり、企業としてもさほど積
極的によびかけていないのが実情。　

・子供達に理解してもらうことの難しさ

２．相手先（学校等）との関係での課題

・現在は、学校からの依頼に対し、企業側は協力できる範囲で応え
るケースか、企業側が自社のオリジナルプログラムを学校に紹介し
ていくケースのどちらか。

・今ひとつ、反応が鈍く、逆に支援を求めてくる学校は要求してくるこ
とが多い。民間企業の協力にも限界や限度があるという理解がして
もらえない。

・小学校などに宣伝しても、なかなか賛同してもらえる学校が少ない。

・参加者の募集が大変。

・スケジュールの調整が大変。

・学校側に活動予算（学外に出る費用、教材費用)が無い

１３



Ⅴ．産業技術の理解増進を進めていく上で産業界として取組むべき事項
　　 に関する主な意見

１．基本的考え方

・産業技術に関する初等中等教育の重要性をさらに認識し、対応し
ていくべき。

・産業界ももっと協力して自分たちの仕事を教育に生かし、将来の芽
を育てることも非常に大切な職務と考える。

・社会的意味の広い活動をいかに評価するのか、地道な活動に携わっ
ている社員を、社内でどう評価するのかが重要ではないか。

・各企業が個別に取り組むのではなく、業界毎に集まって実施するこ
とが望ましい。

２．連携、協力活動のあり方

　　・実体験の場の提供に積極的に取組むべきである。

・科学館における産業技術の展示の強化が必要。

・企業人が自ら、青少年の前に立ち、失敗、成功の体験を含め、技術
の話をするべき。

・ＰＢＬ（Project Based Learning）が重要。

・積極的に地域に溶け込み、低年齢層への教育活動の支援を行う。

・社員の家族に職場を見学させることも大切である。

・企業OBの活用が有効。

・現場の先生方の意見をよく聞いて活動を行う。

・どこで何をしていて、どのような依頼方法で頼めるのか整理したも
のを世間一般に周知できるシステムを作り、公開するべき。
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Ⅵ．政府ほか関係機関に望むことに関する主な意見

・学校側が企業に対して求めている支援・協調内容についての情報
を示してほしい。

・企業が協力できる分野と、学校が協力してもらいたい分野とをマッ
チングする仲介機関ができてくると良い。

・教育支援を体系的に継続して運営するためには、政府ほか関係機
関による費用面のサポートが期待される。

・高校生の国際科学オリンピックは、国が予算をつけて実施すべきで
ある。

　　・教師が課題に取組める時間や教材や準備に使える予算が大切。

・一定期間、子供達の反応をみるプログラムを組んで、民間の参加を
含めて、子供の反応を分析、フィードバックするプログラムを検討して
ほしい。

・地方自治体・商工会などの地域に密着した組織が、有志を支えて
推進する仕組み作りが必要。

１．企業との連携について

２．その他

・理科の感性を養うために年少の時から理科に親しむ必要があ
り、教員や親の協力体制を構築してほしい。

・詰め込み式の理科教育ではなく、実験主体の体験を重視した
教育をしてもらいたい。

・教員には、教科書に出ている事項が、実世界でどのように活
用されているのか知ってもらい、産業界と子供たちの橋渡しの
役を果たしてほしい。

・政府が科学技術振興を国是とし、教育にも反映させるよう具
体化すべきである。政府には、国民全体に科学技術についてもっ
と知りたい、知らねばならないと皆が思うような風土を醸成して
ほしい。
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